
テーマ設定型（技術公募）

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ－ＵＰ) ブレース 二重鋼管 ダンパー技術名称

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

情報の提示内
容

単品生産であるが、以下の情報は全製品に共通 降伏荷重タイプ　350kNの場合 単品生産で、製品PL-112×16-L1176の場合 単品生産で、製品φ180×t13.7-L2610の場合

＜変位－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係
④等価減衰定
数を用いた力
学モデルと特
性値との比較

1)～3)
　

バイリニア型の履歴モデルを用いる。
　・降伏軸力Fy=σy・A　　ここにA:芯材断面積
　・初期剛性K1=E・A／L　ここにL：芯材長さ

　・二次剛性K2=α・K1　　ここにα：0.011

1)～3)

バイリニア型の履歴モデルを用いる。
　・降伏軸力Fy=σy・A　　ここにA:芯材断面積
　・初期剛性K1=E・A／L　ここにL：芯材長さ
　・二次剛性K2=α・K1　　ここにα：0.02①減衰特性

に関する情
報

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

正側：引張側

特性値

変位量 抵抗力値
発生し得る抵抗力

のばらつき量

最大：+10%

平均：0%

最小：-10%

2 1.5%ひずみ
Ny+(0.015Ld
-Ny/Kd)×Kd2

不明
引張側設計許容変位

（本技術の適用範囲）

3
1.5%ひずみ

-Ny/Kd
0 不明

引張側荷重除荷点
（残留変位）

負側：圧縮側

特性値

変位量 抵抗力値
発生し得る抵抗力

のばらつき量

最大：+10%

平均：0%

最小：-10%

2 1.5%ひずみ
Ny+(0.015Ld
-Ny/Kd)×Kd2

不明
圧縮側設計許容変位
（本技術の適用範囲）

3
1.5%ひずみ

-Ny/Kd
0 不明

引張側荷重除荷点
（残留変位）

変化点

1 Ny／Kd Ny 引張側降伏点

力学モデル
変化点の定義

変化点
力学モデル

変化点の定義

1 Ny／Kd Ny 圧縮側降伏点
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変化点1

変化点2

変化点3

正側：引張側

特性値

変位量
(mm)

抵抗力値
(kN)

発生し得る抵抗
力のばらつき量

1 2.9 1,611

最大：+10％
最小：-10％
平均：-4.5％
　　(変位25.7mm)
標準偏差：ー
変動係数：ー

引張側降伏点

2 26.1 1,787

最大：+10％
最小：-10％
平均：-3.1％
標準偏差：5.4％
変動係数：0.055

引張側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 21.8 0

最大：0
最小：0
平均：0％
標準偏差：0
変動係数：0

引張側荷重除荷点
(残留変位)

変化点

力学モデル

変化点の定義

正側：引張側

特性値

変位量
(mm)

抵抗力値
(kN)

発生し得る抵抗
力のばらつき量

1 1.3 403

最大：+10％
最小：-10％
平均：ー
標準偏差：ー
変動係数：ー

引張側降伏点

2 47.0 557

最大：+10％
最小：-10％
平均：2.8％
標準偏差：3.9％
変動係数：0.038

引張側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 45.2 0

最大：0
最小：0
平均：0％
標準偏差：0
変動係数：0

引張側荷重除荷点
(残留変位)

変化点

力学モデル

変化点の定義
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テーマ設定型（技術公募）

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ－ＵＰ) ブレース 二重鋼管 ダンパー技術名称

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

前頁の続き

＜変位－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係
④等価減衰定
数を用いた力
学モデルと特
性値との比較

※特性値欄の説明
・全て力学モデルの抵抗力値に対する比（％）として
記載した。
・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗力
の上限値と下限値を示す。
・「平均」は、当該技術を構成する材料（低降伏点
鋼）の3)項に示す材料試験の結果より得られた応力
に部材断面積を乗じて得られる試験結果の抵抗力
を示す。
・試験結果による「最大、最小、標準偏差」は、根拠
とする材料試験が統計データとしては不十分である
こと、また製品として別途実施した試験結果も実施
数が限定的でることから、未提示とした。
・「不明」は、製品規格としての設定もしていない抵
抗力を示す。

力学モデルと特性値の等価減衰定数の比較：
　　　　　　　　　　　当該情報無し

負側：圧縮側

特性値

変位量
(mm)

抵抗力値
(kN)

発生し得る抵抗
力のばらつき量

1 -1.3 -403

最大：+10％
最小：-10％
平均：-5.1％
　　(変位ｰ1.8mm)
標準偏差：ー
変動係数：ー

圧縮側降伏点

2 -47.0 -557

最大：+20％
最小：-10％
平均：9.1％
標準偏差：10.7％
変動係数：0.098

圧縮側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 -45.2 0

最大：0
最小：0
平均：0％
標準偏差：0
変動係数：0

圧縮側荷重除荷点
(残留変位)

等価減衰定数による比較

等価減衰定数

本技術の特性値より求まる等価減衰定数(A) 0.553

力学モデルより求まる等価減衰定数(B) 0.443

B/A 0.80

変化点

力学モデル

変化点の定義

※特性値欄の説明
・全て力学モデルの抵抗力値に対する比(％)として記載した。
・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗力の上限値と下限値を示
す。
・「平均、標準偏差」は、3)項に示す製品本体の試験結果より得られた抵抗
力の平均値、標準偏差を示す。
・試験結果による「最大、最小」は省略した。
・変化点1(降伏点)の試験結果は、1試験あたり初回加力時の1回のみであ
ることから、標準偏差は算出できないとして「－」表記とした。
・圧縮側の変化点1(降伏点)の「平均」は、載荷初期において変位増加に伴
う荷重増分が止まった変位ｰ1.8mmの時の抵抗力ｰ382.4kNとした。
・製品規格の設定において、圧縮側は、モルタルで拘束される影響により
抵抗力が増大する傾向にあり、そのため最大側の管理値を+10％⇒+20％
として設定している。

負側：圧縮側

特性値

変位量
(mm)

抵抗力値
(kN)

発生し得る抵抗
力のばらつき量

1 -2.9 -1,611

最大：+10％
最小：-10％
平均：ー
標準偏差：ー
変動係数：ー

圧縮側降伏点

2 -26.1 -1,787

最大：+10％
最小：-10％
平均：2.0％
標準偏差：5.1％
変動係数：0.050

圧縮側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 -21.8 0

最大：0
最小：0
平均：0％
標準偏差：0
変動係数：0

圧縮側荷重除荷点
(残留変位)

等価減衰定数による比較

等価減衰定数

本技術の特性値より求まる等価減衰定数(A) 0.487

力学モデルより求まる等価減衰定数(B) 0.477

B/A 0.98

変化点

力学モデル

変化点の定義

※特性値欄の説明
・全て力学モデルの抵抗力値に対する比(％)として記載した。
・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗力の上限値と下限値を示
す。
・「平均、標準偏差」は、3)項に示す製品本体の試験結果より得られた抵抗
力の平均値、標準偏差を示す。
・試験結果による「最大、最小」は省略した。
・変化点1(降伏点)の試験結果は、1試験あたり初回加力時の1回のみであ
ることから、標準偏差は算出できないとして「－」表記とした。
・引張側の変化点1(降伏点)の「平均」は、載荷初期において降伏棚の最小
荷重値とし変位25.7mmの時の抵抗力1539kNとした。
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テーマ設定型（技術公募）

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ－ＵＰ) ブレース 二重鋼管 ダンパー技術名称

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

2)モデル設定
の考え方

降伏荷重Nyは、当該技術を構成する材料（低降伏
点鋼）の降伏応力の公称値をもとに設定。
1次剛性Kｄは、両端ダンパー部、中間材、両端の接
合部材を直列ばね評価した理論剛性として設定。
2次剛性Kd2は、実験値の2次勾配の履歴特性の、
当該範囲内での各変位の抵抗力を、最も近似でき
る勾配として設定。

変化点2
　降伏軸力及び降伏変位については、以下の式で算出す
る。
●降伏軸力 Py

　Py = Ac × σy

　　Ac ： BRBの降伏部の断面積

　　σy ： 低降伏点鋼の降伏応力度（公称値）

●降伏変位 δy

　δy = Py  ／ K1

    K1 = Ac × E  ／ L

　　　E ： ヤング係数（理論剛性）
　　　L ： BRBの全長
変化点3
　最大軸力及び許容変位については、以下の式で算出す
る。
●最大軸力 Pa

　Pa = Py × α

　α = （0.37 × εa ＋ 0.22) 
1/2

 ＋ 0.5※

※上式はLY225（低降伏点鋼の材質）の場合を示す。
　　α ： 耐力上昇率
　　εa ： 許容軸ひずみ

●許容変位 δa

　δa = L0 × εa

　　L0 ： 塑性区間部の長さ

変化点4
　荷重除荷点の軸力及び変位については、以下の式で算
出する。
●荷重除荷点の軸力 P0

　P0 = 0

●荷重除荷点の変位 δ0

　δ0 = δa － Pa  ／ K1

変化点１は芯材材料の降伏点公称値とヤング係数
（理論剛性）E、芯材断面積から算定し設定してい
る。
変化点2は、引張側圧縮側※ともに、製品の引張側
の試験結果に基づいて、試験結果の変化点１～変
化点２の抵抗力を最も近似できる直線勾配となるよ
うに二次剛性を定めて設定している。
変化点3は、変化点2から初期勾配にてｘ軸と交わる
点を変位点として設定している。

変化点１は芯材材料の降伏点公称値とヤング係数
（理論剛性）E、芯材断面積から算定し設定してい
る。
変化点2は、引張側圧縮側ともに、製品の試験結果
に基づいて、試験結果の変化点１～変化点２の抵
抗力を最も近似できる直線勾配となるように二次剛
性を定め設定している。
変化点3は、変化点2から初期勾配にてｘ軸と交わる
点を変位として設定している。

3)特性値の根
拠
①根拠の種別
②根拠の対象
③根拠の内容
④根拠の母数
⑤根拠の条件
⑥モデル適用
条件

製品としての特性値の分布情報はないが、基準と
なる低降伏点鋼の降伏応力の根拠について提示。

減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

設計に
関する
情報

E-1

①根拠の種別 材料規格値

②根拠の対象 芯材に使用する低降伏点鋼の降伏点

③根拠の内容 低降伏点鋼の引張試験

④根拠の母数 材料規格値につき当該情報なし

⑤根拠の条件 材料規格値につき当該情報なし

⑥モデル適用条件

・累積塑性変形倍率が700以下の領域
・ひずみ速度5%/sec以下
・低降伏点鋼の引張試験は10～35℃のもの。低
降伏点鋼材には、温度が下がると降伏荷重が上
昇する温度依存性がある。力学モデルの適用に
あたっては、想定する温度に応じて降伏荷重
（変化点１）の抵抗力に補正係数を乗じる必要
がある。（B24参照）

・外気温：-10℃～+50℃

①根拠の種別 自社試験結果

②根拠の対象 製品本体

③根拠の内容 動的一定正弦波振幅試験結果

④根拠の母数 1試験体

⑤根拠の条件

・供試体：PL-112×16-L1176の製品
・外気温：常温
・載荷速度：0.06mm/sec
・振幅回数：3回

⑥モデル適用条件

・外気温：-10℃～40℃
・剛性発揮速度：0.06mm/sec
                      (上記の試験結果に基づくもの)
・累積塑性変形倍率：　3000以下の領域

①根拠の種別 自社試験結果

②根拠の対象 製品本体に着目したデータ

③根拠の内容 動的一定正弦波振幅試験結果

④根拠の母数 1試験体

⑤根拠の条件

・供試体：φ180×t13.7-L2610の製品
・外気温：13℃
・載荷速度：0.19mm/sec
・振幅回数：6回

⑥モデル適用条件

・外気温：-10℃～40℃
・剛性発揮速度：0.19mm/sec
                      (上記の試験結果に基づくもの)
・累積塑性変形倍率：　3000以下の領域
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テーマ設定型（技術公募）

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ－ＵＰ) ブレース 二重鋼管 ダンパー技術名称

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

4)特性値の分
布程度
①平均値
②標準偏差
③変動係数

　　　　　　　　　　　当該情報無し
鋼材の降伏点の分布として1)項に記載した情報は、
鋼材の一方向引張試験結果によるものであり、繰
返し載荷による特性値の分布については情報なし。

　製品による特性値を示す。なお、試験は圧縮側か
ら実施したので、変化点１は、圧縮側のみ記す。引
張側の初期降伏点である変化点１は不明。

製品による特性値を示す。なお、試験は引張側から
実施したので、変化点１は、引張側のみ記す。圧縮
側の初期降伏点である変化点１は不明。

5)力学モデル
への依存性因
子の影響の反
映方法
①依存性因子
②モデルへの
反映方法

力学モデルを
定義する部材
としての範囲

根拠資料 無し 無し 有り 有り

E-1①に示す特性値は、意図しない方向の抵抗力と
して、Nyの2%の横力を想定し、当該横力が作用して
いる状態での特性値として提示している。

Ｆｘ方向に発生する抵抗力は、設計上の最大変位を
超えた場合に発生する可能性のある抵抗力であ
り、減衰性能には影響しない。また意図しない面外
変位に伴う抵抗力については、Ａ-1②4)により基本
的には発生しないため、これについても減衰特性へ
の影響はない。

Myについて、本製品の特性値を評価するために、
両端を高力ボルト接合としたブレース形態の載荷試
験を行った結果、塑性化部の曲げ応力が軸応力に
対して最大約6%の値となった。本製品のE-1①に示
す減衰抵抗の特性値には、この約6%の曲げ応力の
影響を加味している。
Mx、Fy、Fz、Mzについては、情報なし。

Myについて、本製品の特性値を評価するために、
両端を高力ボルト接合としたブレース形態の載荷試
験を行った結果、塑性化部の曲げ応力が軸応力に
対して最大約6%の値となった。本製品のE-1①に示
す減衰抵抗の特性値には、この約6%の曲げ応力の
影響を加味している。
Mx、Fy、Fz、Mzについては、情報なし。

②意図しない方向の抵抗力
が及ぼす影響に関する情報

減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

設計に
関する
情報

E-1

L

図

正側：引張側

平均値
(kN)

標準偏差
(kN)

変動係数

1 不明 不明 ー ー 引張側降伏点

2 47.0 572.3 22.0 0.038
引張側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 45.2 0 0 0
引張側荷重除荷点

(残留変位)

負側：圧縮側

平均値
(kN)

標準偏差
(kN)

変動係数

1 -1.8 -382.4 ー ー 圧縮側降伏点

2 -47.0 -607.2 59.7 0.098
圧縮側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 -45.2 0 0 0
圧縮側荷重除荷点

(残留変位)

※根拠の母数：１試験体、振幅回数：3回

変化点

特性値

変化点の定義変位量
(mm)

抵抗力値※

変化点

特性値

変化点の定義変位量
(mm)

抵抗力値※

正側：引張側

平均値
(kN)

標準偏差
(kN)

変動係数

1 25.7 1,539 ー ー 引張側降伏点

2 26.1 1,732 95.9 0.055
引張側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 21.8 0 0 0
引張側荷重除荷点

(残留変位)

負側：圧縮側

平均値
(kN)

標準偏差
(kN)

変動係数

1 不明 不明 ー ー 圧縮側降伏点

2 -26.1 -1,823 90.5 0.050
圧縮側設計許容変位
(本技術の適用範囲)

3 -21.8 0 0 0
圧縮側荷重除荷点

(残留変位)

※根拠の母数：１試験体、振幅回数：6回

変化点

特性値

変化点の定義変位量
(mm)

抵抗力値※

変化点

特性値

変化点の定義変位量
(mm)

抵抗力値※

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度
想定するひずみ速度領域に応じて、降伏荷重（変化点１）の抵抗

力の割り増しを行う。

B-22 温度

標準温度に対する温度変化による降伏荷重（変化点1）の変化率は

±10%程度。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

B-23 繰返し振幅回数
依存性の有無について未確認。

B-24 繰返し振幅幅

Ｅ-1の減衰性能を担保するための条件として、ひずみ振幅1.5%以

下、かつ累積塑性変形倍率η＝700以下での使用を前提条件とす

る。

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-22 温度
依存性の有無について未確認。

B-23 繰返し振幅回数
依存性の有無について未確認。

B-24 繰返し振幅幅

製品実験を行った際の最大軸ひずみの応答値ε＝2.96

（%）、およびその時の芯材破断に至った累積塑性変形倍率

η＝470を参考に、Ｅ-1の減衰性能を担保するための製品と

しての累積塑性変形倍率の設計限界値として、既往の実験式

をもとに、下記値以下での使用を前提条件とする。

  η＝1800・2.96＾(-1.5)＝353

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度

動的解析のひずみ速度に応じて、抵抗力の上昇を考慮する。

（例：LY225について、ひずみ速度10％／secの時、抵抗力

は15%程度上昇する。）

B-22 温度

標準温度に対する温度変化による降伏荷重（変化点1）の変

化率は±10%程度。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

B-23 繰返し振幅回数

動的解析の繰り返し振幅幅と繰り返し振幅回数に応

じて、変化率は±10％（圧縮側は+20％）程度。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し

B-24 繰返し振幅幅

動的解析による最大歪量に対して、上図を用いて耐用回数ｎ

を求める。4×ｎ×(εmax−εy)によって本製品が耐えうる

累積塑性変形倍率を求め、解析により得られる累積塑性歪に

対して安全率３以上での使用を前提条件とする。

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度

動的解析のひずみ速度に応じて、抵抗力の上昇を考慮する。

（例：LY225Sについて、ひずみ速度10％／secの時、抵抗力

は15%程度上昇する。）

B-22 温度

標準温度に対する温度変化による降伏荷重（変化点1）の変

化率は±10%程度。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

B-23 繰返し振幅回数
動的解析の繰り返し振幅幅と繰り返し振幅回数に応じて、変

化率は±10％程度。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し

B-24 繰返し振幅幅

動的解析による最大歪量に対して、上図を用いて耐用回数ｎ

を求める。4×ｎ×(εmax−εy)によって本製品が耐えうる

累積塑性変形倍率を求め、解析により得られる累積塑性歪に

対して安全率３以上での使用を前提条件とする。
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テーマ設定型（技術公募）

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ－ＵＰ) ブレース 二重鋼管 ダンパー技術名称

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

設計に
関する
情報

E-2
取付け部の
設計に関す
る情報

試験結果より、以下の安全率を考慮する。
・取付部の照査用軸力は、E-1に掲載の力学モデル
の変化点2（設計許容変位）での抵抗力値のばらつ
き※を考慮して、降伏軸力Nyの1.5倍とする。
・軸直角方向については、本製品の減衰性能に2%
の横力の影響を見込んでいることから、取付け部の
設計においても、上記照査用軸力の2%の横力がダ
ンパー部の基部に作用するものとして設計する。
※設計許容変位での抵抗力値のばらつきは、±
10％程度を見込んでいる。

・取付け部の設計荷重は、以下の変動要素を考慮
し、ダンパー本体に発生する設計最大軸力もしくは
設計最大減衰抵抗力の内、いずれか大きい方に対
して、本試験で実施した降伏荷重タイプ　350kNの
場合では、30％割り増しした値を採用する必要があ
る。
（考慮すべき変動要素）
①発生抵抗力のばらつきとして試験より判明してい
る変動量：　　引張側：10％　　圧縮側：29％
　なお、本技術の場合、BRDの設計最大変位を上
回る変位が発生すると拘束材の剛性によるBRB芯
材の剛性よりも大きな抵抗力が発生することに留意
が必要であり、製品が設定した設計変位内で使用
する必要がある。
・取付け部材の部材長が長くなる等、取付け部の剛
性が不足し取付け部自体が変形しやすいと、BRD
が所定の性能を発揮できない可能性があるため、
取付けられる側の部材について補強が必要か否か
を検討する。
・クレビスの内部には球面軸受けを内蔵し、Fy方向
回転角（±3°）に追随できる構造となっている。こ
れ以上の回転角が生じない範囲での適用を使用条
件としている。

取付け部は、設計軸方向力に対して芯材(塑性化部
材)のひずみ硬化の影響により最大荷重（最大片振
幅時の抵抗力）が+20％増加するので、1.3倍程度に
対して設計を行うこと。

取付け部は、設計軸方向力に対して軸力管(塑性化
部材)のひずみ硬化の影響により最大荷重（最大片
振幅時の抵抗力）が+10％増加するので、1.2倍程
度に対して設計を行うこと。

1)施工上の留
意事項、条件
等

中間部材に設置した吊り金具を使用して設置するこ
ととし、取付け部（ガセット）と取り合うダンパーブ
レース端部のボルト孔を使用しての架設はしないこ
と。

・BRDの最大直径部分は薄肉鋼管によるカバーと
なっているため、施工時にこの部分に大きな荷重が
かからないように注意が必要である。

無し 無し

2)部材取付
け・交換要領
書

無し 無し 有り 有り

施工方法に
関する情報

①取付け部の設計上の制
約条件や留意事項

①施工上の
留意事項、
施工上の条
件等

施工に
関する
情報

F-1
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テーマ設定型（技術公募）

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ－ＵＰ) ブレース 二重鋼管 ダンパー技術名称

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

1)点検時の着
目箇所
2)点検時の確
認事項
3)点検時の確
認方法

1)～3)
目視で塗装の確認、シール部分の確認（裂けや破
れがないか）を行う。

1)～3)
・形状の異常・傷がないこと、浮錆や赤錆がないこ
と、ボルト・ナットの緩みがないこと、周囲に所定の
クリアランスが確保されていることを目視確認する。
・クレビスの回転の可否を目視により確認する。

1)～3)
目視により外観に変状等がないかを確認する。

1)～3)
目視により外観に変状等がないかを確認する。

4)製品点検要
領書

有り 無し 無し 無し

②地震発生
後に本製品
の健全性を
把握するた
めの方法

1)点検時の着
目箇所
2)点検時の確
認事項
3)点検時の確
認方法

1)～3)
目視でシール部分の確認（裂けや破れがないか）を
行う。シール部分が裂けていれば、ダンパーが作動
したと考えられる。

1)～3)
・形状の異常・傷がないこと、ボルト・ナットの緩みが
ないこと、外周構造物とのクリアランスが確保されて
いることを目視確認する。
・座屈拘束部材のブラケットにおける取付ボルトの
スライド量を計測および目視により確認する。
・クレビスの回転の可否を目視により確認する。

1)～3)
別途提供する最大変位計、累積変位記録計*)をダ
ンパーに設置することにより、変位量を把握する。

＊）累積変位記録計は、大地震時の塑性変形を累
積して記録する装置であり、疲労度を定量的に把握
して、Ｊ－ＵＰブレースの適切な交換時期を判断す
ることができる。

1)～3)
別途提供する最大変位計、累積変位記録計*)をダ
ンパーに設置することにより、変位量を把握する。

＊）累積変位記録計は、大地震時の塑性変形を累
積して記録する装置であり、疲労度を定量的に把握
して、二重鋼管ダンパーの適切な交換時期を判断
することができる。

1)減衰性能低
下の診断方法
2)減衰性能に
係わる耐久性
低下の診断方
法

1)
使用者が発生した地震動による再現解析を行い、
ダンパーの累積塑性変形倍率ηを算出し、設計時
に想定した累積塑性変形倍率と比較して交換の要
否を判断する。
2)
シールが健全であれば、ダンパーは作動しておら
ず、また、ダンパー材（低降伏点鋼）の腐食による減
肉は生じていないと判断できるため、降伏荷重の低
下も発生しないと判断できる。

1)
・座屈拘束部材のブラケットにおける取付ボルトの
スライド量を現場で計測し、解析により残存ストロー
ク量が所定地震時の必要ストーローク長を有してい
ることを確認する。
・クレビスやブラケットの取付部は、目視確認を実施
し、損傷の程度により取替えが必要か判断する。
2)　当該情報なし

1)
計測により得られた最大変位、累積変位記録を本
製品の使用限界値と比較することにより、性能低下
の有無を確認する。
2)　当該情報無し

1)
計測により得られた最大変位、累積変位記録を本
製品の使用限界値と比較することにより、性能低下
の有無を確認する。
2)　当該情報無し

3)根拠資料 無し 無し 有り 有り

点検・診断
に関する情
報

①本製品の
健全性を把
握するため
の方法

③性能低下
の有無等を
供用中に判
断できる確
認方法（診
断方法）

G-1

維持管
理に関
する情

報
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テーマ設定型（技術公募）

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ－ＵＰ) ブレース 二重鋼管 ダンパー技術名称

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

①定期的維
持行為

1)定期的な維
持行為事項・
部品
2)交換等維持
行為の時期

1),2)
橋梁本体の鋼部材の塗り替えに合わせて、ダン
パーブレースも同じ塗装系で塗り替える。

1)
・スライド装置の外面塗装
2)
50年に1回塗替え

1)
J-UPブレース拘束管の外面塗装
2)
一般環境(山間部)の時、35年に１回
※出典：「’16デザインデータブック日本橋梁建設協会」より

1)
二重鋼管ダンパー拘束管の外面塗装
2)
一般環境(山間部)の時、35年に１回
※出典：「’16デザインデータブック日本橋梁建設協会」より

G-1③1)により適用範囲を超えたと判断されれば、
ダンパーブレースそのものを交換する。

＜BRB＞
・芯材破断が発生した場合には取替えを行う。
・芯材が変形した場合には残存性能を確認し、取替
えを行うか否かを検討する。
＜スライド装置＞
・スライド装置が損傷した場合には取替えを行う。
＜クレビス＞
クレビスの変形が発生した場合には取替えを行う。
＜取付ボルト＞
ボルトの緩みが発生した場合には締付けを行う。
ボルトの破断もしくは変形が発生した場合には取替
えを行う。

Ｊ－ＵＰブレース全体 二重鋼管ダンパー全体

1)減衰性能に
大きく影響す
るその他事項
や情報

無し

製品全長が長くなる場合には、製品の自重による
下向きの力が作用するので、軸力だけをBRBに作
用させることが困難となる可能性がある。その場合
には、取付け部以外の位置に吊り金具を設置して
製品を支えることを検討する。

無し 無し

2)根拠資料 無し 無し 無し 無し

維持修繕に
関する情報

その他の留
意事項

②地震発生後の手入れや
交換が必要となる部品

①設定した
項目に応じ
た特性値へ
の影響量等

H-1

G-2

その他

維持管
理に関
する情

報
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

従来比約10倍の疲労耐久性を持つFMS合金ブレー
スダンパー

橋梁の支承部に適用するせん断降伏型の履歴型
ダンパー 地震から橋を守るコンパクトな制振デバイス

淡路マテリア株式会社 株式会社川金コアテック 高田機工株式会社

今後登録予定 掲載期間終了技術 掲載期間終了技術

時期未定 KT-070026-A SK-130003-A　

巨大地震、複数回の大型余震対策に対応すること
を第一の目的とし、耐疲労特性を一般鋼材に比べ
て約10倍に高めたFe-Mn-Si系合金（FMS合金）を
心材に用いた制振ダンパーである。
橋の構造設計上必要な弾性域を確保できるよう適
切に設計することにより、常時やレベル1地震時に
は弾性部材として機能し、レベル2クラスの大規模
地震時には、降伏軸力を超える軸カが作用するとダ
ンパーの心材が降伏し塑性変形を起こして地震エ
ネルギーを消費し減衰性能を発揮することができ
る。

せん断パネル型制震ストッパーは、せん断パネル
に低降伏点鋼を用いた履歴型のダンパーである。
橋梁の固定支承部に可動支承と組み合わせて機
能分離型支承として適用することを目的とする。
固定支承として設計上必要な最大水平反力が確保
できるよう製品を選定して使用することにより、常時
やレベル1地震時までは固定支承として機能し、レ
ベル2地震時にはせん断パネルが降伏して地震エ
ネルギーを消費し減衰性能を発揮することができ
る。

本技術は、エネルギー消費を図る軸部材を角形鋼
管で座屈拘束することにより、引張、圧縮ともに同
等のエネルギー消費性能を満足できる製品であ
る。
橋の構造設計上必要な弾性域を確保できるよう適
切に設計することにより、常時やレベル1地震時に
は弾性部材として機能し、レベル2地震時は、軸部
材が降伏して地震エネルギーを消費することで、橋
梁各部材に作用する応答値の低減が図れる。

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術の概要（製品概要）

技術名称

副　題

申請会社

NETIS登録
NETIS登録状況

登録情報等
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術名称

橋を構成する部材の一部として使用することがで
き、かつ減衰性能を有する技術

橋を構成する部材の一部として使用することがで
き、かつ減衰性能を有する技術

橋を構成する部材の一部として使用することがで
き、かつ減衰性能を有する技術

1)部材の種別

2)具体的な適
用想定箇所

アーチ橋の横構、対傾構、門型橋脚の斜材 支承部  横構、対傾構、斜材

3)使用実績資
料

無し 有り 有り

抵抗力の作
用方向（図
示）

1)剛性抵抗力
の方向
2)減衰抵抗力
の方向

凡例：
〇：意図する方向
の抵抗力
△：意図しない方
向の抵抗力
（剛性抵抗力のみ

識別）

×：抵抗力は
発生しない

1) 2) 1),2)

常時・レベル1地震時には、剛性抵抗力が作用し、
鋼部材(せん断パネル)が弾性範囲を超えると、減衰
抵抗力が作用する。抵抗力の作用方向は、設置方
向(橋軸方向または橋軸直角方向設置時)に対し
て、それぞれ一方向のみに作用する。

1),2)

無し 無し 無し

技術の分類

技術基本情報

技術の分類

部材種別

部材として
の抵抗力の
種類

抵抗力の方向を制御する部
品

 Ｍ Ｍ Ｍ z
剛 性抵抗力 △ △

減 衰抵抗力 × ×

 

上部構造 下部構造 支承部

図 1 剛性・減衰性能により発生する抵抗力の方向

上部構造 下部構造 支承部 上部構造 下部構造 支承部

※減衰抵抗力は、設置方向に対

してのみ作用します。

 Fx Mx Fy My Fz Mz 
剛性抵抗力 〇 △ △ △ △ △ 
減衰抵抗力 〇 ✕ ✕ ✕ ✕ ✕ 
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術名称

履歴型 履歴型 履歴型

②標準的な
形状・寸法・
重量（図示）

新設／既設耐
震補強

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

制約理由
理由： 理由： 理由：

有無 無し 無し 無し

付加機能の概
要

付加機能の概要： 付加機能の概要： 付加機能の概要：

無し 無し 有り

座屈拘束ブレースダンパー心材のFMS合金の変形
誘起マルテンサイト変態と逆変態を利用した塑性変
形履歴により地震エネルギーを消費する。

せん断パネルに使用した低降伏点鋼が塑性変形す
ることにより地震エネルギーを消費・消散する。

軸部材の低降伏点鋼材が塑性変形することにより
地震エネルギーを消費する。

技術基本情報

1) 2) 1),2)

製品ラインナップは、設計反力200kN～
1600kN(200kN毎)まで22種類。
※製品呼称は「反力-製品の有効高さ」とする。

1)
　・単品生産品
　・参考重量）1000kN (製品長5m)の場合　810kg

2)
シェイプアップブレースBr本体（上図参照）技術の概要

1)標準的形
状・寸法・重量
2)本技術の対
象範囲

①減衰機構の区別

③-1)適用
上の制約

③-2)付加
機能の有無

カタログ等参考資料

制震原理（減衰機構）

ＦＭＳ合金

心材

モルタル

鋼管

建築構造用鋼材

代表例

現時点では単品製造、将来的にはシリーズ化予定

・設計代表例(一例)

板厚(FMS合金,建築用鋼材)：22mm※1

塑性化部断面形状：－型※2

長さ：7000mm(全長),3000mm(塑性化部)※3

幅：410mm(接合部),325mm(塑性化部)※3

※1)16～22mmで製造可

※2)＋型も製造可

※3)設計に応じ対応可

図２FMS合金ダンパー

代表例概略図

ダンパー本体重量：3,040kg

図３本ダンパー本体寸法

図４ 本ダンパー取付部図
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術名称

①適用可能な
最大振幅量

減衰の方向：Fx方向
最大振幅量：
製品の性能規格値としては未設定（図11に示すダ
ンパーを用いた試験は±39mmで実施）

減衰の方向：Fx方向
最大振幅量：
　パネル高さ(シリーズの呼称H,M,Lの数値)の12%
※呼称H,M,Lは、下記の様にシリーズ品の呼称に記載。

減衰の方向：Fx方向
最大振幅量： 塑性区間長さの±3.0%
（全製品共通）

②適用可能な
可動速度

減衰の方向：Fx方向
可動速度 　：当該情報無し

減衰の方向：Fx方向
可動速度　 ：制限なし
※振動台試験にて、110mm/secまでは確認済み。

当該情報無し

③その他の条
件

無し 無し 無し

①外気温の範
囲

－50℃～+40℃ 無し －10℃～　+50℃

対応可 対応可 対応可

付帯条件無し 付帯条件無し 付帯条件無し

対応可 対応可 対応可

異種金属接触腐食防止のため一般鋼材との接合
部は、塗装、メッキなどの電食対策を使用者側で別
途施す必要あり。

付帯条件無し 付帯条件無し

④対応可能な
地形条件

⑤その他の特
殊環境条件へ
の適用性特筆
事項

土中、水中へは適用不可。 地震時に桁側取付け部と脚側取付け部間で、減衰
方向以外に相対変位が生じる支承部には適応不
可。
土中、水中へは適用不可。

土中、水中へは適用不可。

無し 無し 無し

1)参考価格
130～150万円/基（税抜き、補剛含まず） 170万～240万（本体のみ）　(税抜き)  900,000円／基（税抜き）

（Py=1000kN（L=5m）の例）

2)価格条件

上記は、「技術の概要②」設計代表例（一例）の価
格。シリーズ製品は諸元確定後に別途決定予定。

製品呼称：200-H200～1600-L450 単品生産品

1)標準納期
６ｹ月 4ｹ月 5ｹ月

2)納期条件

・ダンパー数16基程度の場合
・標準納期は、ＦＭＳ鋼材の納期を２ｹ月とした場合
の納期を示す。

材料手配から納品までの製作期間(設計期間は除
く)

・製品長などの製品情報が確定していること。
・標準納期は、材料手配の期間を3ヶ月とした場合
の製作期間を示す。

無し 無し 無し

③塩害地域へ
の対応可否
1)対応可否
2)付帯条件

経済性

技術基本情報

性能保証条
件

適用条件

環境条件

カタログ等参考資料

製品の参考
価格

標準納期

カタログ等参考資料

②積雪地域へ
の対応可否
1)対応可否
2)付帯条件

陸上 河川上 海上陸上 河川上 海上 陸上 河川上 海上 陸上 河川上 海上

・
・
・
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術名称

情報の提示内
容

技術の概要②図3に示す製品について例示 シリーズの代表タイプ「400-M250」の場合 単品生産で設計条件（Py＝529.9ｋN）の場合

1)解析に用い
る耐荷力特性
の力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係

　  

※変化点3（最大変位）を超えて破壊に至るまでの
形態については未確認（情報なし）。
※特性値欄の説明
・全て力学モデルの抵抗力値に対する比（％）として
記載した。
・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗力
の上限値と下限値を示す。
・試験結果による「最大、最小、平均、標準偏差」
は、根拠とする試験数が統計データとしては不十分
であることから、未提示とした。

※引張側、圧縮側は同様の履歴曲線とする。
※上記は、力学モデルとして定義する荷重-変位曲
線を示す。
※降伏軸力：Py=529.9 kN、軸部材断面：十字断面
80x16　の履歴を示す。

基本性
能情報

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

2 15 577.8
設計許容

最大変位点

3 --- --- 最大抵抗力点

4 --- --- 破壊点当該情報無し

当該情報無し

最小：−10％

平均：当該情報無し

標準偏差：当該情報無し

変動係数：当該情報無し

当該情報無し

変化点

1 1.5 529.9 降伏点

最大：+10％

変化点の

定義

力学モデル

変位量

（mm）

抵抗力値

（kN）

特性値

発生し得る抵抗力

のばらつき量

変化点1

変化点2

変化点3 変化点4

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0 10 20 30 40 50 60 70

荷
重

（
ｋ

N）

変位（mm）

図5 図3の試験体の荷重-変位曲線（材料試験結果から推測）

表1 上記変化点一覧
正側：引張側

特性値

変位量 抵抗力値
発生し得る抵抗値の
ばらつき量（推測値）

① 10mm 2067

最大：2274kN
最小：1860kN
平均：2067kN

標準偏差：不明
変動係数：不明

引張側0.2％耐力

② 90mm 2860

最大：3146kN
最小：2574kN
平均：2860kN

標準偏差：不明
変動係数：不明

引張側設計許容変位
（本技術の適用範囲）

③ 不明 不明 不明 引張側最大抵抗力点
④ 不明 不明 不明 引張側破壊点（部材破断）

変化点
力学モデル

変化点の定義
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術名称

前頁の続き

1)解析に用い
る耐荷力特性
の力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係

※変化点2（設計許容最大変位）を超えての静的な
単調載荷によって破壊に至るまでの形態について
は未確認
※特性値欄の説明
・全て力学モデルの抵抗力値に対する比（％）として
記載した。
・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗力
の上限値と下限値を示す。
・試験結果による「最大、最小、平均、標準偏差」
は、根拠とする試験数が統計データとしては不十分
であることから、未提示とした。

2)モデル設定
の考え方

力学モデルは、心材の試験結果をもとに、製品とし
て発生し得る抵抗力値の最大値と最小値を計算で
求め、その平均値を通る曲線として設定。

製品による試験結果の分布をもとに、各変化点間
において、その間の試験結果の抵抗力値を最も近
似できる直線勾配として設定。

降伏点（変化点1）は、軸部材として使用する低降伏
点鋼の公称降伏点に軸部材断面積を乗じて降伏軸
力を算出。降伏変位は、その降伏軸力を低降伏点
鋼の理論弾性剛性で除することで算出。また、降伏
点以降（変化点１－変化点２間）については製品本
体の試験結果をもとに、近似できる点として二次勾
配を設定。

3)特性値の根
拠
①根拠の種別
②根拠の対象
③根拠の内容
④根拠の母数
⑤根拠の条件
⑥モデル適用
条件

ここでは、製品ではなく心材として使用するＦＭＳ合
金の材料特性値の根拠を提示する。

基本性
能情報

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

表2 特性値の根拠表2 特性値の根拠

①根拠の種別 自社試験結果

②根拠の対象 製品本体

③根拠の内容 静的一方向載荷試験結果

④根拠の母数 6試験体

⑤根拠の条件
・供試体：降伏軸力：Py=529.9kN
　　　　　、軸部材断面：十字断面80x16
　　　　　、L=1.740m

⑥モデル適用条件
・振幅ひずみ±1.0～±3.0
・軸部材の材質：LY225

※特性値欄の説明

・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗

力の上限値と下限値（平均値±10％）を示す。

・「平均」は、当該技術の芯材として使用してい

るFMS合金の3)項に示す材料試験の結果より

得られた応力に部材断面積を乗じて得られる試

験結果の抵抗力を示す。

・試験結果による「最大、最小、標準偏差」は、

根拠とする材料試験が統計データとしては不十

分であることから、未提示とした。

・変化点②は本技術の適用範囲を歪み量±3%

の範囲として図3 の試験体では変位量±90mm 

とした

・変化点②を超えた静的荷重増加に伴う荷重変

位曲線は未確認につき不明

※変化点①の「0.2%耐力」を含め、本図に示す

変化点①,②は、力学モデルの代表点であり、

連続する曲線の中の点として定義される。解析

に使用する力学モデル（曲線）は、近似式で提

示。

負側：圧縮側

特性値

変位量 抵抗力値
発生し得る抵抗値の
ばらつき量（推測値）

① 10mm 2067

最大：2274kN
最小：1860kN
平均：2067kN

標準偏差：不明
変動係数：不明

圧縮側0.2％耐力

② 90mm 2860

最大：3146kN
最小：2574kN
平均：2860kN

標準偏差：不明
変動係数：不明

圧縮側設計許容変位
（本技術の適用範囲）

③ 不明 不明 不明 圧縮側最大抵抗力点
④ 不明 不明 不明 圧縮側破壊点

変化点
力学モデル

変化点の定義
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術名称

4)特性値の分
布程度
①平均値
②標準偏差
③変動係数

心材材料の引張試験結果から当該製品の変位－
抵抗力の平均値他を計算で求めた結果を示す。

当該情報無し 当該情報無し

力学モデルを
定義する部材
としての範囲

根拠資料 無し 無し 無し

②意図しな
い方向の抵
抗力に関す
る情報

1)意図しない
方向の抵抗力
の定量的評価
方法
2)当該抵抗力
に対する耐荷
力
3)意図しない
抵抗力が発生
する場合の剛
性抵抗を発揮
する方向の特
性値への影響
量
4)意図しない
抵抗力の発生
を極力抑える
ための方法

1) 当該情報無し
2) 当該情報無し
3) 当該情報無し
4)
FMS合金心材寸法の断面形状、長さ、およびそれら
の比率を調整することにより、極力二次応力の発生
を抑制する構造としている。

1),2),3),4)
意図しない方向の抵抗力は発生しないことから本
項に関する情報記入不要。

当該情報無し

設計耐久期間として具体的期間の提示は不可 設計耐久期間として、2)に挙げる塗装仕様による耐
久性能、およびその定期メンテナンスの実施を前提
条件に、100年間動作保証する。

設計耐久期間として具体的期間の提示は不可。
（鋼橋の場合は、橋梁本体と同等の塗装および維
持管理を施すことで、橋梁本体と同等の耐久性を
有すと考えられる。）

2)経年の影
響に対し上
記設計耐久
期間におい
て動作およ
び所定の性
能が担保で
きるとする
根拠

①対象箇所
②耐久性項目
③道示Ⅰ
6.2(1)方法区
分
④構造仕様
⑤メンテナン
ス条件

有り 無し 無し
無し 無し 無し

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

1)設計耐久期間

3)根拠資料
4)使用実績資料

A-2
耐久性に関
する情報

基本性
能情報

図6 変位-抵抗力曲線定義の際の変位の起点の図示

表3 特性値の分布程度（引張側のみ）

表4 耐久性を確保する方法の区分と具体的方法
対象箇所 耐久性項目

方法区分

道示Ⅰ6.2(1)
構造仕様 メンテナンス条件

溶融亜鉛めっきの

場合
変状無い限り原則不要

重防食塗装の場合 30年に1回塗り替え

制震ストッパー

本体
防食性 方法2 方法区分

道示16.2(1)

本体

（鋼材一般部）
防食性 方法２

橋梁本体と

同一の塗装仕様

橋梁本体と

同時期に塗替え

構造仕様 メンテナンス条件対象箇所 耐久性項目

平均値 標準偏差 変動係数
① 10mm 2067kN 不明 不明 引張側0.2％耐力

② 90mm 2860kN 不明 不明
引張側設計許容変位
（本技術の適用範囲）

③ 不明 不明 不明 不明 引張側最大抵抗力点
④ 不明 不明 不明 不明 引張側破壊点（部材破断）

変化点 変化点の定義
変位量

抵抗力値

特性値
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テーマ設定型（技術公募）

高疲労耐久FMS合金ブレースダンパー せん断パネル型制震ストッパー シェイプアップブレースBr

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 履歴型

技術名称

B-1
依存性のあ
る因子の抽
出

速度依存性 速度依存性 速度依存性

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：疲労寿命、最大応力（最大減
衰抵抗力）・最小応力（最小減衰抵抗力）のサイク
ル数に伴う変化
※ダンパーとしての試験データがないため、材料試験の結果を

示す。Nfは疲労寿命を示す。周波数は振幅一定で変化させた。

2)当該情報無し
3)
・疲労寿命（ひずみ量±1%）の変形速度依存性は特
になし。
・1/2Nfサイクルの場合、最大減衰抵抗応力は0.1Hz

大きくなるごとに約12N/mm
2
低下する。

1)
 ・依存性の評価指標：最大水平荷重

2)　当該情報無し
3)
静的載荷試験より、最大荷重が設計値と差がない
ことを確認。また、振動台を用いた動的載荷試験を
行った結果、動的載荷においても設計値と差がない
ことを確認。

1)依存性情報
の前提条件

・試験片形状：平行部径8mm、平行部長さ13mm丸
棒試験片
・試験温度：室温（大気中）
・ひずみ振幅：±1%
・波形：三角波
・初期負荷方向：引張側
・N数：1

雰囲気温度：室温
最大速度：6mm/sec(静的)、110mm/sec(動的)、
振幅変位量：30mm
振動数：0.04Hz、1.00Hz
加振回数：漸増2波+本載荷1波(静的)、漸増3波+本
載荷3波(動的)
波形：三角波(静的)、sin波(動的)

2)根拠資料 有り 有り
当該情報無し 依存性なし（情報掲載不要事項）

当該情報無し 依存性なし（情報掲載不要事項）

減衰効果に影響を及ぼす
／及ぼさないことが判明し
ている依存性因子

各種依存性
に関する情
報

着目する依存性因子

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

依存性
情報

B-21

未確認

図7 Nf/2サイクルにおける

ヒステリシスループの比較

表5 疲労寿命の変形速度依存性

図8 最大減衰抵抗力に及

ぼす変形速度の影響

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度 抵抗力 B-21 有り

温度 抵抗力 B-22 有り

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 無し

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 有り

本技術のみ

提示
温度

シャルピー

吸収エネルギー
B-22S 無し

各技術

共通着目

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度 抵抗力 B-21 無し

温度 抵抗力 B-22 有り

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 有り

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 未確認

本技術のみ

提示
− − − −

各技術

共通着目

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度 抵抗力 B-21 未確認

温度 抵抗力 B-22 未確認

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 有り

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 有り

本技術のみ

提示
− − − −

各技術

共通着目
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